
























































三WJ(P:f検討WJ)としている。 そして今日改めて70年代の学校評価の動向を見るならば" 70 
本二!Ii1'3 :r.E ー (9) 年以後の学校評価が教 1斗 iごIf~ミ共刻化の研究との関連で言われ出している乙と， そして学校評
(10) 
{ilよりも学校経営評価として研究が進められている乙と ， K.注目する必要がある。そこで70年
代を取り出して第四期「学校経営評伍J~jJ と i呼ぶことにする。 (1) 
したがって本校では乙の国の学校評価史を次の四期比分けて分析することにする。 (1)学校評価






よる上からの氏主的経営論がしだいに体系化にiらjかう 1I寺1VJJ (12) であった。
学校it;r{iliが乙のi草花おいて言われtUしたのは49年七iえからであるが(13) 全i五li'l守普及の端緒となっ
たのは1950(昭和25)年 7月，第四1]教育長等講習 (1FEL)農業HEが迎合軍l司令部氏ml情報
教育同 (C1 E)のアイバン・ネルソンの指導を受けて発表した i教育の協同詳細lj-J注業教育へ
のj@JT1Jであった O 文部省はlド同E寸司ポ杓{々:Jιi





















































(淵 ，~-ヨ i 口 ，叫んである客観性を欠くおそれが少なくない」 ことかり，itJjは委員会によるチ校評価が「協同評





ノーム +- /' ~ I (お)な指導ブjを1-を立てるためにも，千]'X}Jな万法としてf久江つであろっJ と述べ，また， 乙の学校評価が









































きたことを示している。学校評価に関する論稿は，林部一二「学校評価の方法 J (文部時報 953










(4) 実lιζおいて努力すべき余地のある事柄lιζついてのみj が述べられ，後者では f汁1校交長のi職限貢J
という{観fJけ凡L点i






























乙のlI~fWJの教育政策の ifìJJ きを，持 111栄一氏が i 福祉国家教育構想の全面展開J と把えている (46)
ように i教育投資論j と「人材開発論|が政・経一体となって論じられたl時期である。前期から
このWJの前半にかけて多様化してきていた学校経営論も，乙の}拐の後半lζは次第に学校経営の「合




































































































(76) 1 -1-_1，_人，ばならない i し，ま人校言IZ{1Iiの立場は，児童@生徒の成長発達も，乙れを全体として把握
しようとするところにあるJ(7) という図式を述べ，それ故[学校評価は，学校経営のあらゆる
似域にわたり，全体的になさなければならないJ(78) と述べられている。乙の評価対象と評価上
の立J誌の全体性からつ~:校経常の fj\Hillî と学校評価をi司義 l乙把えている。












































































































への ED P S CElectronic Data Processing System)導入の必要性をこの要素の定量化に


































































































(1) 幸m三郎 f学校評価J ij'教育学大事典』 第 l巻 P. 431 1978第一法規






(4) {JIJえば「特集 新年度計画lζ役立つ学校評価の方法J (学校運営研究 No. 2 1 0 1 979.2 I現
治図書)における渡辺孝三，桑原敏明，梅沢馨，水間I1国各氏の論稿がそれである。
(5) 60子1~{Uc は学校評価が導入されてから当時に至る事情を説明した論稿が散見できる (例え
ば幸 EEI 三郎 I学校評11 1lîJ 帝I~l地方行政学会 1964 pp.23-35)し，今日においても概説的に
論じたものは見い出せる(例えば永岡)1出「学校評価の原理と学校経営J学校通営研究 NO.209 
1971 . 1 ) 
(6) 高野桂一「学校評価の戦後史と学校経営評価j教職研修 1975 . 9 
(7) 秋LI場太郎 「学校評価基準の変遷(一)J 1司(二)J学校経営 1970 . 6 -7 
(8) 秋山氏のいう第二期と高野氏のいう第三期とは年代的には一致するのであるが，高野氏は論
述の仁IJでこの期を「充実期!と呼ぶには経営民主化の問題が残ると指摘している。








(2) 高野桂-f学校経営の科学① 基礎理論J1980 明治図書 P. 170 
(3) 高木太郎「学校評価はなぜ必要かJ学校運営研究 No. 9 1 962. 12 P. 5 
(14) 大!照 完「学校評価についてJ文部Il寺報 885 1951. 5 P.16 参照。乙れによると三重，
福島， LLIJf~，栃木，青森の各県，神戸市などが学校評価を実施したと述べられている。
(5) 協議会は，当時東京都立九段高等学校長で‘あった星一雄氏を委員長iC，文部省関係12名，指
導主事3名，大学教官 5名，高等学校長3名，中学校長8名，教諭10名(高校 7，中学校 2，
小学校 1)で構成されていた。 ζの中には当時文部事務官であった大照完氏も含まれており，
企画総括という立場にあった。
(1日 第四回 IFEL農業班 f教育の協同評価J1950 文部書院 P. 21 参照
仰向上書 P.24 参照
(1訪 問!こ書 P. 25 L L 2 -3 
(19) 向上書 P. 25 L 4 
(抑向上書 PP.25-31 参照
(21) なお「協同評価」を展開する際の留意点としては①客観的な評価手続，②望ましい評価指導
者の養成 ③評価の予備試行 ④評価実施校の自発的参加 の四点をあげている(同上書一
pp 22-23)。
(担) 向上書 P. 22 LL4一 7 参照
(お，) I司上書 P. 37 LL5-6 
(24) 向上書 P. 39 L L 9 -10 
(お) 永岡J1I員!アメリカの学校評価J学校運営研究 No. 9 1 962. 12 あるいは幸田三郎 f:料交評






(訂) 文部省『中学校・高等学校 学校評価基準(試案)Jl 1951 実教出版 P. 3 
(認)， (却1)，(却) 同上書 P. 3 
(31) 同上書 P. 3 参照
(32) 向上書 P. 3 
-56 -
(J31 I!U上書 P. 3 
(341 言HIl日JJ域には教育課程，教科指導，生徒指導，教職員，施設，管J'-I1，生徒 ì~IDJ) ， 図書館活動，
成果の 9似域が考えられている。
(35) 1司j-書 P.5 
(お) )e.J!夜完 f-学校iPHiliについてJ1951. 5 前渇











(41) 高野桂 f~J掲書 P. 171 
(42) 他lζ宮m丈夫「学校経営の評価と課題J (初等教育資料94 1958.2)，溺i木守一「社会の学
校評価J (教育社会学研究14 1959.11) があるが，内容的K乙乙で問題としている学校評{dli
とは異なる。
(43) 林部一二「学校評価の方法J文部Il寺報953 1957. 1 P.48 
(44)林部一二前掲 P.50 
(45) 乙の特集の I~J の他の論稿，大照完 i 教科書および教材の評羽lîJ ，大 ìfl~猛 f地域社会への貢献
の評価jでも文部省試案lζ触れている。
3. 学校評価再検討期
揃)持田栄一『著作集6 教育行政学序説j 1979 明治図書第E部第VI章
間)高野桂一前掲書 P.174 
儲) 幸田三郎「学校評価の基本問題J学校経営 V 0 1 8 No. 1 -2 1 963.1 -2 参照
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(49) 永i時JI員前掲 P.122 
l却) 幸 i百三虫I~ 1-学校経営と学校評価Jr学校経営の基礎』現代校長学 i 細谷俊夫編 明治図書
196] PP. 224 -246 
(51) 向上書 P. 226 
(52) 向上書: PP. 226 -230 
(53) 向上書 P. 227 
(臼) 幸E8三郎「白主(J守学校評価の必要性 i学校経営 vol. 7 No 9 1962. 9 
(出) 幸田三郎「学校評価の基本問題J 前掲
(話)幸田三郎前掲 1963. 1 P.15 
間幸El三郎 ij}掲 1963. 2 PP. 13-16 参照
(却幸間三郎前掲 1963.2 PP.16-18 参照
(~9) 最終的lζ1967年から68~ì三にかけて連載された「学校評価入門J (学校運営研究 No.63-75) 
lζ集約されてし、く。
!6印 高野桂一『学校経営の科学J1961 誠信書房 P.153 LL2-3 
(61) 向上書 P.159 L L10-11 
(62) 向上書 P. ]59 LL15-16 
(63) 高野桂一「学校評伝liはなぜ必要かJ学校運営研究 No. 9 1 962. 12 
(64) 向上論稿 P. ]3 上段 LL6--8 
(邸) 向上論稿 P.13 下段 LL2 4 
(槌) 節として，新たに「経営評価技術上の二・三の問題J， i学校経営評価と学級経営評価 iが
)]1]えられている。
(67) 例えば i教r4il参jJl]Jの問題や f学校経営体制及びその背景をなす社会体制の民主化」が言わ
れている。
(倒， (69) 伊藤有1.布「学校経営現代化の基礎理論Jr講座現代教育経営第 2巻 学校経営の現代化』
持IJ栄一他編 1968 !~j治図書 P.35 なお，本書における学校評価 iζI~司する論述は，伊藤
和衛・佐々木波『学校の経営管埋J (1964 高綾社人間『新版学校の経営管理J (1970 
高綾社)において無記名で述べられたものと若干の語句の修正はあっても同一記述のものであ
る。したがって少なくとも64年の時点でイ芦藤氏はこうした見解を有していたと思われる。
(70) 伊藤本日衛「都教委の『学校評価基準と手引きJ~ζ対する意見J 学校運営研究 No.51 1966. 5 
P.62 上段 L 10 
(71) 注紛)以下ここまでの記述は上記伊藤論稿の要約である。
位) 伊藤和緯.ji学校経営現代化の基礎理論J 前掲 P.36 参照
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仰向上論稿 P.36 LL6 
(74) 同一l二論稿 P.36 LL4-~5 
(75) 林部一二[学校経営の評価と改善J学校経営 vol. 13 トJO.4 1968. 4 
(76) 向上論稿 P. 57 -I~段 LL4-6 
(7) 1~~lJ二論 t~~ P.57 iご段 L L 12 14 
(78) 向上論杭 P.58 上段 L L 1 -2 
4. 学校経営評価期
間) 大)!hh康弘 fi技後I:=!本における学校経営論の系譜J ~~学校経営研究』第 i 巻 大塚学校経営研
究会 1976 P. 125 参照
(80) 牧i弓見「子供の成長を促す学校経営の評価j児童心理 vol.29 NO.3 1975.3 P.71 
L L 12 16 
(81) 牧昌見[学校経営における PDSとその課題」学校運営研究 No. 1 4 1 1 973.9 P. 1 1 6下
段 L16 
(82) licJj上論稿 P. 117 上段 LL21--22 
(泊) 高野桂-ij'学校経営現代化のプゴ法J 1970 I~~治図書 P. 238 L L 15-1 9 
制) 高本二郎[学校経営評価論J学校教育研究所年報23 1979 P.66 
(出) I~tj上論稿 PP.66.._.(i7 参照
1部) 向上論稿 P. 70 




(89) 永岡)1頃前掲P.122 下段 L L12-13 
(叩) 同上論稿 P. 124 下段LLl1-15
(91) 向上論稿 P. 123 上段 LL2-7 
(92) 永岡I1頃「教育の計画化と学校教育Jr現代の教育経営j永岡他編 1979 学習研究社
PP.10-16 参照




本洋一編 大日本図書 1971 P. 197 参照
(制 このような発想と類似したものにアカウンタピ 1)ティーの思想から，学校を評価しようとす
る立場がある。橋本重治「教育計画及び到達!支の評価Jr新・教育評価法総説j] 1976金子書
房 PP. 277 -281 参照
制) 秋山氏が作成した各評価基準における評価項目の比較表によれば，文部省試案で出された評
価領域は70年当時でも依然頻度が高いものであった。(秋山陽太郎 前掲 1970. 6 参照)
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